
旧優生保護法訴訟において国の賠償責任を認めた大阪高裁及び東京高裁違憲

判決を踏まえて、被害者の全面救済を求める会長声明 

 

本年２月２２日、大阪高等裁判所は、旧優生保護法違憲国家賠償請求大阪訴訟

について、続いて、本年３月１１日、東京高等裁判所も、同東京訴訟について、

いずれも一審の原告敗訴判決を変更し、請求を一部認容するという画期的な判

決（以下「大阪高裁判決」、「東京高裁判決」という。）を言い渡した。 

両判決とも、旧優生保護法の違憲性を明確に認め、大阪高裁判決はそのよう

な憲法違反の法律を立法した国会議員の責任を肯定し、東京高裁判決は同法に

基づいて違憲・違法な優生手術を実施せしめた厚生大臣の責任を肯定したとい

う相違はあるものの、いずれも国の国家賠償責任を認めた。その上で、これま

で一審判決が除斥期間をもって原告の請求を斥けたのに対して、そのようなこ

とは正義・公平の理念に反するとして、除斥期間の適用を制限することとした

ものである。 

これまで各地の同種訴訟では旧優生保護法の明確な違憲性が肯定されながら

も、除斥期間が高い壁となって、請求棄却判決が相次いでいただけに、大阪高裁

判決及び東京高裁判決がこの壁を乗り越えて、被害者の願いに寄り添う判決を

したことについては、高く評価できる。 

とりわけ、東京高裁判決は、憲法違反の法律に基づく施策によって生じた被

害の救済を、憲法の下位規範である民法７２４条後段を無条件に適用すること

によって拒絶することは慎重であるべきで、憲法１７条により保障された国家

賠償請求権を実質的に損なうことがないよう留意しなければならないことにも

言及している。除斥期間の適用に関して、このような憲法に立脚した法論理が

語られたことは画期的である。 

そこで、当会は、国に対し、旧優生保護法に基づく過酷な被害をもたらしたこ

とを真摯に反省し、大阪高裁判決に対する上告受理の申立てを取り下げるとと

もに、東京高裁判決に対する上告又は上告受理の申立てを断念し、両判決を速や

かに確定させた上で、旧優生保護法の問題の全面解決に向けて、両判決が示した

法的な賠償責任を前提に、被害を償うに足りる十分な賠償・補償はもちろんのこ

と、責任の明確化と謝罪及び真相究明・恒久対策について早急に検討し、一人で

も多くの被害者に被害回復の途が開かれるよう積極的な対応を行うよう求める。 

当会としては、今後も、旧優生保護法の問題について、あまねく被害回復がな

されるよう必要な提言を適時行っていくとともに、旧優生保護法により侵害さ

れた尊厳の回復を含む真の被害回復の実現に向けて、真摯に取り組んでいく所

存である。 
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